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政著書第�  2 0 号

平成� 22生存� 5月� 31日

総務省独立行政法人務級委員会� 

a委員長 建築永 規 Z量 殺

委員災関素

「独立行政法人の業務の実績に関する評価の視点」の送付について

今殺、さき委員会では、今後の二次評価除惑と災施ずる擦の視点として作年決定

し?と� f独立行攻法人の業務の実績に関する言李総の観点J(ijZ足立 21年� 3 jJ30 

お政策評価・独立行政治人評価委員会)について、J3IJ添のとおり改正しまし

たので、各)fg:省独立行政治人評価委員会の評価の参考に供ナベく送付するこ

とどいたしました。

当役員会としては、上総� f視点J I乙沿って、今後の二次官学締役行うことと

しておりますので、御承知おき緩います。
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独立行政法人の業務の実績に製する評鑓の視点

平成� 21年� 3月� 30閃

政策静仮・独立行政法人評価委員会

改正平成22年� 5月� 31日

政策鮮側・独立行政法人評価委長会

政策評価・独立行政法人評側委E礼会(以� ドf当委員会j という。)は、各府守主ω

の独立行政法人評価委員会(以下「府守話線側委長会Jという。〉が行う独立行政

法人(以下「法人Jという� 0)の業務の爽績に関する鮮側Jの結果について、当面、

以下の視点から二次評価を実施し、殺な行革主主恋人i漁船法{平成立年法律第� 103

号)第� 32条第� 5項(第� 34条第� 3壌で霊祭F閉される場合を含む。〉に基づく意見を

述べることとする。

多彩� 1 基本的な夜点

府守芸評儀委員会の祭儀においては、対委設となる絡部の法人の業務の沼的、

《毒事、性;僚に応じて様々な護軍鉱の綴点からの議絡が行われるが、当委員会に

おける議論の蓄積を含む独立行政法人総皮の施行後の運用実績を踏まえる

と、少なくとも次の� 3点については有終紙において共通に求められる基本的

な視点ということができる。� 

1 法人の業務に係る政策図的を踏まえて、その業績を評価していること 0 

2 評価に際しては、常に、効率性、金滋倣毒事の向上による業績の増進、業

務の対象となる国民に対するサービスの償の向上を志向していること。� 

3 法人の業務の内容、業績の分析とそれに遺書づく評価、課題と展望を富民

に分かりやすく説明するこどによ弘法人多義務に対する医民の理解を深め

ることを志向しているとこと。

当委員会としては、評価安行うことにより、法人の業務に係る政策呂的主主

漆成され、ひいては国民生活の向上が鶴られるべ舎であることを念頭に置き、

上述3つの読点について、予言i乙路短3愛護憲争奪ちながら、府答言李総委員会の評

綴綾祭の遜lE伎が確保されているかiとついて際級会うこととする。その際、

さき核蓄率徳治宝以下の各法人iと尖巡する級車IJ約な視点について適切に扱ってい

るかを穏心事項とする。

第� 2 4l-法人iこ共通する個別的な視点� 
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1 政府方針等� 

O 法律、総議決定及びその他殺療の種々の号交差車交針〈以下� f政府方針j

という。}において、法人が当該年度iこ互支号総むことと� tされている事項に

ついての評僚や、府省言手f運委員会が耳立ち総生pことと� 2きれている評僚が、

約機に行われているか。

~議委員会が主務大直に通知した勧告の方向伎のう、、浅ま実年度において

取り組なこどとされている事項や、当委主竜会が府守留苦手紙委長会に通知した

塁手皮業務災綾評価意見において指摘した客演についての評価が的確に行

われているか。� 

O 当委員会がこれまで府省評価委員会に示してきた激務実績評価に関す

る関心事項毒事を踏まえた評価の取組が行われているか。。法人の業務等に係る国会審議、会計検査、予算執行総まま燃の指摘毒事項等

そi踏まえた評価が行われているか。� 

2 財務状況� 

( 1) ~当期総利益(又は当期総損失〉 

O 	当期総利益{又は当期総損失〉の発生主要阪会言明らかにdれているかn

言長た、当期総利益{又は当惑絵模失〉の費量殺重警飽の分析告と行ったよで、

主筆談革審おが法人の業務運営;こ罪喜怒冬季があることによるものか念総設し、

総務漆苦言に問題等蓄があることが判明した場合にはさ議室車問怒毒事役踏まえ

た護軍僚が行われているか。� 

(2)利議剰余金{又は繰越欠損金〉� 

O 利益剰余金が言十よされている場合、国民生活及び社会緩済の宏一定等の

公共上の見地から実施されることが必要な業務を滋行するという法人

の性絡に照らし過大な利益となっていなし、かについて符備が行われて

し、る方、� 

O 繰越欠損金が計上されてん、る場合、その解消昔卜衝の妥当性について評

側:きれている治、当該計画が策定されていない場合、米策定の理由の妥

潟性について検証が行われているか(既に過年度において線級欠損金の

解消音i阿が策定dれている場合の、同言十箇の見i寂しの必要悪役3えは兇依し

後の計閣の妥当性についての評価を含む)。� 

dらに、当該計画に従い解消が進んでいるかどうかについて評僚が行

われているか。� 

(3)選営費交付金債務� 

O 	逃言葉年度iこ交付された運営費交付金のささま衰年後における米執行率が

おい会議会において、運営費交付金主主衆執行となっている綾織が紛らかに� 
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されているか。 

O 運営費交付金債務(運営費交付金の未執行)と業務運営との関係につ

いての分析を行った上で、当該業務に係る実績評価が適切に行われてい

る方、 

3 保有資産の管理・運用等

(1)保有資産全般の見直し


ア実物資産 
  

O 実物資産について、保有の必要性、資産規模の適切性、有効活用の

可能性等の観点からの法人における見直しの状況及び結果について

の評価が行われているか。

見直しの結果、処分等又は有効活用を行うものとなった場合は、

その法人の取組状況や進捗状況等についての評価が行われているか。 

O 政府方針を踏まえて処分等することとされた実物資産についての

処分等の取組状況が明らかにされているか。その上で取組状況や進

捗状況等についての評価が行われているか。

イ金融資産  

O 金融資産について、保有の必要性、事務・事業の目的及び内容に

照らした資産規模の適切性についての評価が行われているか。 

O 資産の売却や国庫納付等を行うものとなった場合は、その法人の

取組状況や進捗状況等についての評価が行われているか。

ウ知的財産等  

O 特許権等の知的財産について、法人における保有の必要性の検討

状況についての評価が行われているか。 

O 検討の結果、知的財産の整理等を行うことになった場合は、その

法人の取組状況や進捗状況等についての評価が行われているか。 

(2)資産の運用・管理

ア実物資産  

O 活用状況等が不十分な場合は、原因が明らかにされているか。そ

の妥当性についての評価が行われているか。 

O 実物資産の管理の効率化及び自己収入の向上に係る法人の取組に

ついての評価が行われているか。


イ金融資産 
  

a)資金の運用 

O 	資金の運用について、次の事項が明らかにされているか。(垣に

ついては事前に明らかにされているか。) 
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l 	 資金護霊燃のき築造産

誌 童話会違憲郊の姦本的方針{具体的な投資行動のゑ忌決定主体、

滋ffllζ係る労務大箆、法人、運用委託先間の責任分担の考え方

毒事)~ ~譲渡終成、遼用楽祭を言手{訴するたきちの基準〈以下 f漆用方

針母むとしもう。〉� 

o ~霊長訟の護憲子務体織の整鱗状況についての評鍾が行われているかの 

O 議普通設の役務、渡潟方針等IJ)設定主体及び規定内容を踏まえて、

主義人の資妊について十分に分析しているか。

も) 債権の管潔毒事� 

O 貸付金、米収会宅事の債権について、回収計画が策定されている

か。悶ltR費十闘が策定されていない場合、その理由の妥当性につい

ての検況が行われているか。� 

O 泊収昔十衝の災施状況についての評価が行われているか。評価に際

し、� i)剣倒懸念{僚機・破謀長更生債権等の金額やその貸付金等残高

に占める割合が全勢力日している場合、� ii)計画と実績に差がある場合

の華客凶分析会行っているか。� 

O 回収状況絡会踏まえ悶収針閣の見直しの必要性等の検討が行わ

れているか。

ウ 知的財B患者事� 
0 特許権者事の知的財産量について、特許出願や知的財産活用に認する方


針の策定状況や体制の空襲機状況についての評価が行われているか心
 

O 実施許諾母約こ請さやていない知的財産の活用を推進するための取組


についての務総が行われているか。� 

4 	人件費署管議� 

(1) 給与水準� 

o ~語家公務長設と主主ぺて給与7K獲の高い法人について、以下のような緩点

から厳格なチぉツグが行われているか。� 

' 	給与水準の潟い議室ぬ及び議ずる議機(法人の設定する呂襟水準を会

む)についての欲人の説明が、国民に対して納得の得られるものと

なやているかP

帯	 法人の給与水畿自体が技会的な理主解の得られる水準となっているか。� 

C 習の財欲叉尚割合の大念い法人及ひ争累積欠損金のある法人について、

額の財政支出規緩や感積欠損の状況を踏まえた給与水準の適切性に関

する法人のお金統状況告とチコにツクしているか。� 

(2) 総人件費� 
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O 取組開始からの経過年数に応じ取組が順調であるかどうかについて、

法人の取組の適切性について検証が行われているか。また、今後、削減

目標の達成に向け法人の取組を促すものとなっているか。� 

(3) その他� 

O 	法人の福利厚生費について、法人の事務・事業の公共性、業務運営の

効率性及び国民の信頼確保の観点、から、必要な見直しが行われているか。� 

5 契約� 

(1) 	 契約に係る規程類、体制� 

O 契約方式等、契約に係る規程類について、整備内容や運用の適切性等、

必要な評価が行われているか。� 

O 	契約事務手続に係る執行体制や審査体制について、整備・執行等の適

切性等、必要な評価が行われているか。� 

(2) 随意契約見直し計画� 

o r随意契約見直し計画」の実施・進捗状況や目標達成に向けた具体的

取組状況について、必要な評価が行われているか。� 

(3) 個々の契約� 

O 	個々の契約について、競争性・透明性の確保の観点から、必要な検証・

評価が行われているか。� 

6 内部統制� 

O 内部統制(業務の有効性・効率性、法令等の遵守、資産の保全、財務報

告等の信頼性)に係る取組についての評価が行われているか。

(注)内部統制に係る取組については、総務省の「独立行政法人におけ

る内部統制と評価に関する研究会」が平成� 22年3月に取りまとめた

報告書を参考とする。� 

7 関連法人� 

O 法人の特定の業務を独占的に受託している関連法人について、当該法人

と関連法人との関係が具体的に明らかにされているか。

当該関連法人との業務委託の妥当性についての評価が行われているか。� 

O 関連法人に対する出資、出えん、負担金等(以下「出資等」という。)

について、法人の政策目的を踏まえた出資等の必要性の評価が行われてい

る方、

(注) 関連法人:特定関連会社、関連会社及び関連公益法人� cr独立行政法人会計

基準J(平成 12年� 2月� 16日独立行政法人会計基準研究会)第� 103連結の範� 

vhu 



園、第 114関連会社等に対する持分法の適用、第 125関連公益法人等の範囲

参照) 

8 中期目標期間終了時の見直しを前提にした評価 

O 中期目標期間終了時において、主務大臣が行う法人の組織・業務の全般

にわたる見直しを前提にした評価が行われているか。 

9 業務改善のための役職員のイニシアティブ等についての評価 

O 法人の業務改善のための具体的なイニシアティブを把握・分析し、評

価しているか。

【本視点の適用時期等】 

O 本視点は、平成 20年度の業務の実績に係る評価から適用する。 

O 本視点の委員会決定に伴い、「独立行政法人の中期目標期間終了時の見直

し及び業務実績評価に関する当面の取組方針J(平成 19年 7月 11日政策評

価・独立行政法人評価委員会決定)の記の 2(業務実績評価に関する当面の

取組方針)は廃止する。

【改正後の本視点の適用時期】 

O 平成 22年 5月 31日政策評価・独立行政法人評価委員会決定による改正

後の本視点は、平成 21年度の業務の実績に係る評価から適用する。 
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理主委第�  2 1 号

平成� 22年� 5月� 31 El 

総務省独立行波法人評イ関委員会


委 員長 森永 規彦殿 


政策評価・独立行政法人評締役員会

独立行政法人喜平仮分科会

分科 会 長 言書綴 俊� 

f平成� 21年度業務災綴言平総の具体的取組についてjの送付について

今般、当分科会では、政策評価・独立行政法人評イ問委員会が「独立行政法

人の業務の実績に関ナる評価の視点」を改正したこと等そ踏決え、平成� 21

年度の業務笑績に闘するこ次評価に当たって特に留意すベ殺事項等につい

て、別添のとおり 「平成� 21年度業務実績評価の主主体的立主総についてj を取

りまとめ、各府省独立行連立法人言軍縮委員会の評価の参考に供すベ〈送付する

ことといたしました敏

当分科会としては、上記� f視点j 及び �  f具体約取絡についてJ Iこ沿って、

平成� 21年度の業務災綴喜平絡会行うこととしておりま主寸ので、御承知おき顔

います。
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平成 21年議業務実績評価の異体的取組について

平成 22 年 5~ 31釘

政策評価・独立行政法人吉料価議委員会

独立行政法人評価分科会

平成 21 年度における独立行政法人(以下「法人」という。)の業務の災綴~と

関する二次評価については、 f独立行政法人の業務の実績に関する器準備の視点j

(平成 21年 3月 30S政策f予備・独立行政法人評価委員会。以下 r~当事主主義会j

という。)に沿って行うこととするが、具体的な取組;こ当たって、絡に苦言語ますべ

き事項、統一すべき害事演毒事については、以下によるものとする。 

f第 Z 基本的な視点j関与係
 

1-1-1 ~の点について特に叡:稼する。
・新中期目標の初年度にき当たる法人について、設定されているや鍛筏擦と、

当主主目標iこ係る業務によべって途成・ 3電献することが求められている i政策際的

との関係(又は政策のやでの{立後付け〕についての分析・効率性、生産性、サ…ピスの童話の向上に係る取組とその成果の検吉正・評価の基準の客観性・明器産性・分析、結論に王室る考え方・現街・根拠及び評価の結果についての説明の分

かりやすさ 

1-1-2 次のアプロ…チ会没後ナる。・評価を通じて、法人に京せして、多殺を奪還を設の改善・向上等を{起すアブロ…でヂ 

f第 2 各法人に尖遜ずる綴第守番号えま綴点j話題係


行 政府方針空事j について
 

2-1-1 次の点について事撃に苦審議寸る。
・2当委員会が主務大医iこ滋約した勧告の方向性のうち、平成 21年度において

耳主り緩むこととされている事項についての法人の取組状況・平成  20年度業務実績評価における綴織事項への対応(他の項闘でブオロ…

アップすることとした事項会除く。) 

2-1-2 ~のアプローチに特に惚意寸る c・これまでに実施された喜善策伐分けの評価結果を踏まえた業務の見直し絡に
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踏み込まpアブロ…チ・「独立行連立法人が行う毛事業の横断的見直しについてJ(平成 22年� 5 fl18閃

行政刷新会議)で玉沢dれた横断的見夜しの方針に沿った資産・毒事業・組織に

際する兇語悲し需撃に踏み込むアプローチ� 

r2 財務状況j について� 

2-2 法人3えは終安定の激安定で、年度末現在iこ� 100億円以上の利益剰余金をど針

ょしている務長?において、当該利益剰余金が事務・事業の内容会事に比し過大

なものとなっていないかとの観点から、その規模の透切性についての評織に

絡に綴寂するα� 

r3 保有資獲の管濃・遼F語等j について� 

2-3 …� 1 {!来季まする草壁房長全般の見直し状況について、 f独立行政法人iJ)抜本約

な見詰ましについてJ (平成 21年� 12月� 25S閣議決定〉、� f独立行政法人数潔

合意霊化計理主J(平成 19 f手12月� 25S閣議決定)等を踏まえ、以下に余すま長人

における取総絡に関する評価に特に留意する。その線、穣立金の規模にも主主

闘する。� E主た、財源調達の際の実質的なコストを勘案し、それに気合う俊主義

が得られるかどうかを慎重に検証した上で、保有資産の要否及び種類を決定

しているか符j殺する。

(災物資産菱)・主義物、構築物、土地停について、

i)法人の任務・殺震を図的との整会性、任務を遂行する手段としての有用性・

有効倣君事、


長)者葬送詰・募多誌の包的及び内容に照らした資産規模の適切性
 

ili)浅草との場所に主主泌する業務上の必要性等


i:v)資違憲のき当i刻皮毒事


り縫製警合滋't~主

どいやた綴点iこ、沿っ?と保有の必要性についての検証(民{均等からの策金者によ

争後F号令るものについても、これに準じて検証)� 

e Jニ総の検誌緩5長及び財務言妻ま更における滋摂又はその兆意義の状況毒事せを綴設え、

ì)本主従業務に交俸のない奪霊感での有効活用可議後 iJ)~多重察、

註〉効主義的な処分

といった綴点に沿った処分等の検討及び検討結果を踏まえた注文総

(造量級資笈) 

e{闘別法に3毒づく宅事業において運用する資産(以下� f事業F籍軍ま滋j という。〉

について、任務省ど遂行する手段としての有舟性・有効性、毒事務・署喜多誌の滋約� 
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lkび内容絡に罪事、らした資笈規模の適切 j全の観点からの~渡し及び~践し章表泉

を踏まえた激組

・	 豪雪長期資産以外も含め、保有する現金ー予系金、有価証券等の主繁華遣について、

食器をや年度をi議じ?と資金繰りの状況毒事会活苦慮したよでの、保有IJ)必要性、保

有目的に照らした綴撲の適切性の綴ぶからの見直し及び見直し結主義f守護者決え

た取組

・	 融資毒事業務以外の債権のうち貸付金について、当該貸付の必華要性の検討

{知約財産等〉

・	 実施許諾等にヨまっていない知的財産監について、その燦悶・理岳、実施許総

の可能性、級将終草警告事を踏まえた保有の必要性の綴ぶからの見直し及び見直

し結果をと踏まえた取組� 

2-3 …� 2 資産の運用� w 今繁華草について、以下に示す法人における取組等に鑓

する評価に特;こ縫殺する。

(築物資産)

・建物、構築物、土地等について、� 

i)活用状況等の把握

証)活F話会主低調な場合;立、その原因の務審議イヒ及びその妥当性の検証� 

ili)維持管理経索、施設約潟収入全撃の犯纏

お)アウトソ…シング等による努淑業務の効率化及び平Ij潟拡大等による自己

収入の向上に係る取組� 

※ 決勝毒事からの賃貸により使用するものについても、これに準じて評価


(会総災産〕


・	 個別法iと薬づく宅評議最において渡期する資金について、途用方針等の号号機化

及び運用体織の後立

・ 言語資理事費総務による債権で貸借対照表計上綴が� 100億円以上のものについて、

貸付・凶~lZの実績のほか、貸付の審査及び悶i叙毒患の向上に向けた取組

(知的前進等)

・ 特許権奪事の知的財産について、出綴・活用の災綴及びそれに向けたど欠の敬

車iIl.
 

i)出願に関する方針の策定


設〉出願の是非安議後する体斜の主義俄
 

ili)知的財産の活Fおと関する方針IJ)策定・組織約な活動
 

iv)知約対E震の活用包標の設定
 

v)知的対援の活用・繁緩のための組織体制の準装備 等� 

r4 人件費管理jについて� 
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2-4 諸手当及び法定外福利費について、平成� 20年度業務実績評価における

調査結果及び指摘事項への対応についての評価に特に留意する。その際、「独

立行政法人の法定外福利厚生費の見直しについてJ(平成 22年� 5月� 6日総務

省行政管理局長通知)の内容にも留意する。� 

r5 契約」について� 

2-5 契約について、平成� 20年度業務実績評価における調査結果及び指摘事

項への対応のほか、「独立行政法人の契約状況の点検・見直しについてJ(平

成� 21年� 11月� 17日閣議決定)に基づき法人が行うこととされた点検及び見直

しの取組状況についての評価に特に留意する。� 

r6 内部統制』について� 

2-6-1 法人の長のマネジメントに係る以下の評価について、特に留意す

る0 

法人の長がリーダ」シップを発揮できる環境は整備されているか0・法人のミッションを役職員に対し、具体的に周知徹底しているか。・
. 

法人のミッション達成を阻害する課題(リスク)のうち、組織全体として

取り組むべき重要なものについて把握し、対応しているか。また、それを可

能とするための仕組みを適切に構築しているか。・法人の長は、内部統制の現状を適切に把握しているか。また、内部統制の

充実・強化に関する課題がある場合には、当該課題に対応するための計画が

適切に作成されているか。� 

2-6ー2 法人の長のマネジメントに係る以下の推奨的な取組についての評

価について、注視する0 

マネジメントの単位ごとのアクションプランを設定しているか(評価指標

の設定を含む)。・
. 

アクションプランの実施に係るプロセス及び結果について、適切にモニタ

リングを行い、その結果を次のアクションプランや予算等に反映させている

カミ。� 

2-6-3 監事の以下の活動についての評価に特に留意する。・監事監査において、前述� (2-6-1)の法人の長のマネジメントについ

て留意したか0・監事監査において把握した改善点等については、必要に応じ、法人の長、

関係役員に対し報告しているか。� 
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r7 襲還遼老長人j について
 

2-7 次のぷまに終に留意する。
・委託3もにおける財務内容を踏まえたJ二で‘業務委総の必要害性、契約金額の

妥当性宅撃についての評価・出資倒的の完遂民党総、出資先の経営状況を踏まえたJ二で、出資を継続する必

要性についての評価� 

r8 中期際機期間終了時の見直しを前提iこした喜平俗j について
 

2-8-1 次の点に特に留意するc
 

. r.p期限擦において、隠害事期間中に取り総むことと dれている事壌のうち、

取組員寺燃絡が約言'e.dれていないものについて、緩燦議議長文iこ向けた各年度にお

る具体約な立主総状況の害事箔� 

2-8-2 次のアブロ ~Tを注複する。・業務笑ま棄の務総にとどまらず、業務の必要後や新たな多義務滋営体制の考察

に踏み込むアブロ…チ� 

f9 業務改善努のための役織員のイニシアティブ等についての評価Jについて� 

2-9 次のアブローチを注視する。� 

法人業務lと対する悶民のニーズを把握して、多義務改善静香ケ殴る取組を促すア

ブローチ・
. 

法人におけ Q~議長議の綴綴約な貢献を促すための耳主総(例えば、法人の姿勢

やミッシ盟ンを総長義に徹底する耳主主Eや能力勝手量のための賞主総等}告と促すアプ

ローチ� 
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統計センター分科会における評価の考え方 

 
１．基本的考え方 

（１）評価の考え方は、「独立行政法人通則法（以下、通則法という。）」第32条に基づいて

実施する各事業年度に係る業務の実績に関する評価、及び同法第34条に基づいて実

施する当該中期目標期間における業務の実績に関する評価の方針を定めるものとす

る。 

（２）評価の考え方は、「独立行政法人の評価の基本的考え方」（平成13年12月14日 総務

省独立行政法人評価委員会了承）に基づくものとする。 

 

  ＜基本方針＞  

① 中期目標、中期計画に係る業務の実績を客観的に把握し、達成度を明確に示

すこと。 

② 中期目標、中期計画の達成状況等を踏まえ、独立行政法人の事業活動、業務

運営等について、多面的な観点から当該法人を総合的に評価し、組織、業務

等について、改善すべき点等を明らかにすること。 

③ 中期目標、中期計画について、一層適切なものとなるよう見直し、必要に応

じ、修正を求めること。 

④ 各事業年度の評価は、中期計画の終了時の評価を念頭に置きつつ行うこと。 

 

（３） 「行政機関が行う政策の評価に関する法律」との整合性を図りつつ、効率的なもの

となるよう配慮する。 

（４） 「独立行政法人の業務の実績に関する評価の視点」（平成21年３月30日決定 平成22

年５月31日改正 政策評価・独立行政法人評価委員会）等を参考とする。 

 

２．評価の方法 

 

独立行政法人の評価は、大別して以下の二つにより行う。 

① 中期目標、中期計画に定められた各項目の達成度を確認すること等により評価。 

（項目別評価） 

② 上記 ① の評価結果を踏まえ、独立行政法人の運営について主要な観点からの

分析を行うとともにそれらに基づき総合的に評価。（全体的評価） 

 

 

 

参考統分 24-3 
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（１） 項目別評価 

 

ア 中期目標、中期計画に定められた各項目について、その実施状況を５段階で評

価。 

 

 

  各事業年度に係る業務の実績に関する評価についても、事業年度ごとの計画に 

 定められた、中期目標を達成するための措置について、下記の基準を準用して評

価。 

     AA （中期目標を大幅に上回って達成） 

        目標を100％を超えて達成したと判断できる 

Ａ （中期目標を十分達成） 

  目標をほぼ100％達成したと判断できる 

      B （中期目標を概ね達成） 

               目標の80％程度以上を達成したと判断できる 

      C （中期目標をある程度達成しているが改善の余地がある） 

        目標の70％程度未満しか達成できなかったと判断できる 

      D （中期目標を下回っており大幅な改善が必要） 

        目標の60％程度未満しか達成できなかったと判断できる 

 イ 評価に当たっては、できる限り定量的な指標、客観的な基準を設定。 

一つの指標で適切に評価が行えない項目については、複数の組み合わせ、定

性的な評価項目の達成状況との組み合わせ等により評価を実施。 

客観的な評価基準を設定することが困難な項目については、委員の協議によ

り評価を実施。 

ウ 評価に併せ、必要に応じ、改善すべき事項、目標設定の妥当性等を記述。 

 

 

① 評価項目 

中期計画の１，２の区分を基本とするが、その項目の業務内容等に応じた適

切な評価項目の区分を決定する。 

② 達成度の考え方 

当該事業年度及び中期目標の期間における達成度を評価する。中期目標の期

間における達成度については、各事業年度の達成度を勘案して評価する。原

則、中期計画で数値目標が記述されていれば、数値により進捗状況の把握を

行う。 

③ 評価基準及び評価指標 

項目ごとに評価基準及び評価指標を定めることとする。 

④  評価の観点 
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      評価は、「行政機関が行う政策の評価に関する法律」に示されている政策評価

の観点も踏まえ、「必要性」、「効率性」及び「有効性」の観点から行う。 

 

（２）全体的評価 

  

  ア 独立行政法人の任務達成に向けた、事業の実施、財務、人事に係るマネージ

メント等について、それぞれの観点から評価。 

イ 項目別の評価の結果等を総合し、独立行政法人全体について評価。 

 

① 主要な観点についての評価 

項目別の評価等を勘案し、以下の観点について評価を実施する。 

○ 業務の効率化（人事に係るマネージメント） 

○ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上 
○ 財務内容の改善 
○ その他 

② 独立行政法人全体についての評価 
○ 当該年度又は中期目標の期間における中期計画の達成度（項目別の評価、

主要な観点についての評価等を総合的に勘案） 
○ 業務運営等改善すべき点 

 
３．評価調書の様式 
（１） 全体的評価表（案） 
（２） 項目別評価総括表（案） 
（３） 項目別評価調書（案） 

 
４．評価の進め方 
（１）統計センターから当該年度の実績報告、財務諸表、評価調書の提出（６月中旬） 
  ・評価調書については、評価基準に基づく当該年度又は中期目標期間の実績を記述。 
（２）分科会及び評価委員会での評価作業（６月中旬～７月下旬） 
  ・実績評価に当たっては、実績報告書等に基づくとともに、必要に応じて統計センタ

ーから業務の実績や自己評価等の聴取及び現地視察等を行い、項目別評価（案）を

作成。 
  ・合議により分科会としての評価結果（案）の取りまとめ。 
  ・評価委員会へ評価結果（案）を報告し、評価委員会で評価結果を確定。 
（３）評価結果の通知及び公表（８月下旬） 
  ・政策評価・独立行政法人評価委員会及び統計センターへの評価結果の通知及び公表 
（４）評価結果の次年度の予算要求作業への反映（７月中旬～） 
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＜評価作業スケジュール（案）＞ 
 
 

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 

          

           統計センター (１)当該年度  (２)評価作業      (３)評価結果 

           における作業 の実績報告等  統計センターからのヒアリング等      の通知・公表 

   （６月上旬）    評価結果のとりまとめ     （８月下旬） 

           （６月中旬～７月下旬）  

               (４)次年度予算要求作業  

   （７月中旬～） 
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参考統分24-4

　

　１　業務運営の高度化・効率化に関する事項 ・能力、技術、調査別・工程別投入量、コスト構造等の分析が行われ、数量的に表わされているか。
・「独立行政法人統計センターにおける業務・システムの最適化計画」の実施等により、経費が削減されているか。
・役職員の給与について検証が行われているか。また、検証結果及び取組状況について公表されているか。
・大規模周期調査の符号格付業務について民間開放等が推進されているか。
・情報通信技術を積極的に導入・活用しているか。
【具体的指標】
・能力、技術、調査別・工程別投入量
・経費効率化率
・常勤職員の削減数
・民間開放等を行った符号格付業務数
・情報通信技術の活用状況（システムの導入・準備状況等）

　２　効率的な人員の活用に関する事項 ・職員の能力開発や研修体系の見直しが行われているか。
・業務に応じた機能的な体制整備等により、能率的な業務運営が確保されているか。
【具体的指標】
・研修体系の整備状況及び研修の実施状況

　３　業務・システムの最適化に関する事項 ・「独立行政法人統計センターにおける業務・システムの最適化計画」が着実に推進されているか。
　４　随意契約等の見直しに関する事項 ・契約事務手続に係る執行体制や審査体制が適切に整備されているか。

・「随意契約見直し計画」が着実に実施されているか。
・一者応募案件について、改善方策をとりまとめ公表されているか。
・契約に係る規程類について、適切な運用がなされているか。
・監事による監査が、適切に行われているか。
【具体的指標】
・契約内容、見直し結果の公開状況、契約（特に随意契約）に係る規程の整備状況

　１　製表業務に対する要員管理、満足度 ・要員投入の管理が適切に行われているか。
・統計センターが行った製表業務に対して、受託元府省は満足しているか。
【具体的指標】
・要員投入量
・統計センターの製表業務に対する満足度

　２　国勢調査その他国勢の基本に関する統計 ・各調査の製表事務について、事務処理基準等に基づいて実施されているか。
   調査の製表に関する事項 ・委託元が定める期限までに製表結果が提出されているか。

・事務処理マニュアルが適切に作成されているか。
【具体的指標】
・事務処理基準等との適合度（チェックシート、最終成果物に対する委託者の点検・確認状況）
・事務実施状況（投入量等）

　３　受託製表に関する事項 ・各調査の製表事務について、事務処理基準等に基づいて実施されているか。
・府省等が指示する期限までに製表結果が提出されているか。
・府省等又は地方公共団体から製表を受託するための機動的な運営体制が整備されているか。
・事務処理マニュアルが適切に作成されているか。
【具体的指標】
・事務処理基準等との適合度（チェックシート、最終成果物に対する委託者の点検・確認状況）
・事務実施状況（投入量等）

　４　統計の作成及び利用に必要な情報の蓄積、・統計の作成及び利用に必要な情報の蓄積、加工その他の処理に関する事務について、総務省が定める基準に基づいて実施されているか。

   加工その他の処理に関する事項 ・総務省が指示する期限までに製表結果が提出されているか。
・事務処理マニュアルが適切に作成されているか。
・オーダーメード集計の実施に関する事務は、適切に行われているか。
・匿名データの作成・提供に関する事務は、適切に行われているか。
・統計データアーカイブについて、適切な構築・運営がなされているか。
・政府統計共同利用システムの運営管理は適切に行われているか。
・事業所母集団データベースの整備に関する事務は適切に行われているか。

独立行政法人統計センターの業務の実績に関する評価基準（案）

中期計画に基づく評価項目

第1　業務運営の
効率化に関する目
標を達成するため
にとるべき措置

評価基準

第２　国民に対し
て提供するサービ
スその他の業務の
質の向上に関する
目標を達成するた
めにとるべき措置
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【具体的指標】
・オーダーメード集計の提供実績
・匿名データの提供実績
・事務処理基準等との適合度（チェックシート、最終成果物に対する委託者の点検・確認状況）
・事務実施状況（投入量等）

  ５　技術の研究に関する事項
・研究にあたっては、外部研究者を積極的に活用して研究を行っているか。
【具体的指標】
・研究成果（作成した報告書数、関連学会への研究発表回数等）
・研究成果の実務への活用実績

　６　製表結果の精度確保に必要な措置 ・製表結果の精度確保のため、品質の維持・向上に努めているか。

・適正な財務管理がなされているか。（財務諸表による評価）

・無駄な短期借入をしていないか。

・剰余金の使途は、中期計画に明示した範囲内に限られているか。また、余分な支出をしていないか。

　１　施設及び設備に関する計画

　２　人事に関する計画 ・人材確保のため、採用制度・定年退職者再雇用制度・任期付雇用制度を整備しているか。
・人事交流や研修等により、職員の資質の向上を図っているか。
・目標管理の導入を含め、適正な人事評価制度を構築・運用しているか。
・計画的に常勤職員数を削減しているか。
【具体的指標】
・専門性を有する者の採用状況
・常勤職員の削減数

　３　積立金の処分に関する計画

  ４　その他業務運営に関する事項 ・適正な就業規則の整備を行ったか。
・情報セキュリティ対策の徹底を図ったか。
・危機管理の徹底及び運用が適切に行われているか。
・環境に与える影響に配慮した対応を図ったか。
・コンプライアンスの徹底のため、研修や監査を行ったか。
・職員の安全・健康管理に関し必要な措置を講じたか。

第４　短期借入金
の限度額

第７　その他の業
務運営に関する事
項

第５　重要な財産
の処分等に関する
計画

第３　予算（人件費
の見積もりを含
む。）、収支計画及
び資金計画

第６　剰余金の使
途

　

・オートコーディングシステム、データエディティングに関する研究など、製表業務に適用可能な研究が重点的に行われているか。

－

　

－

　

－
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